
医療・福祉施設等物価高騰対策応援金支給業務委託仕様書 

 

１ 業務の名称  

医療・福祉施設等物価高騰対策応援金支給業務（以下「本業務」という。） 

 

２ 業務委託の概要  

令和６年度の診療報酬改定後もエネルギー価格や食材費高騰が続いているが、その高騰分を負担

しながら、サービス維持に向け運営を続けている医療・福祉施設等に対し、応援金を支給する。 

当該支給業務に関し、迅速かつ円滑な事務処理を行うため、申請書受付、審査、支払、コールセ

ンター運営等、応援金支給事務処理全般を委託する。 

 

３ 業務実施期間  

契約締結の日から令和７年８月31日（日）まで 

 

４ 応援金の内容 

（１）支給対象者、支給単価及び想定施設数 

 愛媛県内に所在する以下の施設を対象とする。                 （単位：千円） 

種別 支給対象施設・サービス種別 想定施設数 支給単価 

医療施
設等 

病院（保険医療機関に限る。） 
（定額 + 病床数による加算） 

134 
（19,920床） 

290 
6/床 

有床診療所（保険医療機関に限る。） 

（定額+病床数による加算） 

112 
（1,710床） 

290 
6/床 

無床診療所（保険医療機関に限る。） 1,468 60 

訪問看護ステーション（指定訪問看護事業者に限る。）、助

産所 
258 20 

そ
の
他 

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師及び柔道

整復師施術所 
1,561 20 

歯科技工所 136 20 

薬局（保険薬局に限る。） 624 20 

児童福
祉施設
等 

〔入所施設〕 
児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、地域小規模児
童養護施設・分園型地域小規模グループケア、自立援助ホ
ーム、ファミリーホーム 
 （定額 + 定員数による加算） 

45 
（704人） 

160 
6/人 

〔通所施設〕 
幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、認可
外保育施設、 
（定額 + 定員数による加算） 

414 
（32,198人） 

90 
2/人 

［通所系］ 

児童厚生施設、放課後児童クラブ 
424 90 

〔その他〕里親 73 50 



障がい
福祉施
設・事業
所等 

〔入所施設〕 
施設入所支援、共同生活援助、福祉障害児入所、医療型障
害児入所、短期入所施設 
 （定額 + 定員数による加算） 

281 
（4,687人） 

160 
6/人 

〔通所施設〕 
療養介護、生活介護、自立訓練、宿泊型自立訓練、就労移
行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達
支援、放課後等デイサービス 
 （定額 + 定員数による加算） 

980 
（15,646人） 

90 
2/人 

〔その他〕 
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、就労定着
支援、自立生活援助、居宅訪問型児童発達支援、保育所等
訪問支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、
障害児相談支援施設 

1,029 50 

高齢者
福祉施
設・事業
所等 

〔入所施設〕 

短期入所生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老
人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型
医療施設、認知症対応型共同生活介護、養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、有料老人ホーム・サービス付き高齢者向
け住宅 
 （定額 + 定員数による加算） 

1,142 
（32,354人） 

160 
6/人 

〔通所施設〕 

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、
通所リハビリ、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機
能型居宅介護 
 （定額 + 定員数による加算） 

829 
（21,046人） 

90 
2/人 

〔その他〕 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ、定期
巡回・随時対応型訪問介護看護、居宅介護支援、福祉用具
貸与、居宅療養管理指導 

1,350 50 

救護施
設 

〔入所系〕 
救護施設  （定額 + 定員数による加算） 

2 
（205人） 

160 
6/人 

公衆衛
生施設 

〔その他〕 
一般公衆浴場  

18 30 

※支給回数は１施設１回限りとする。 

※想定施設数とは見込みであり、件数を保証するものではない。 

※以下のいずれかに該当する者が設置する施設については支給の対象外とする。 

① 県または市町（医療施設を除く） 

② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に規    

定する暴力団又は暴力団員と関係がある者 

③ 県税に未納がある者 

④ 上記のほか、本応援金の趣旨・目的に照らして適当でないと知事が判断する者 

※上記のほか、物価高騰分を施設利用者が全額負担している、市町から全額補助を受けている

など、施設側が物価高騰分を一切負担していない場合は、支給の対象外とする。 



 

（２）積算について 

   医療施設区分等、定額+病床（定員）数による加算については、基本単価に病床数等に応じた

加算を行うものとする。 

   （例）病床数が100床の場合 

      290,000円 ＋ （ 100床 × 6,000円 ） ＝  890,000円 

       [基本単価]       [病床数]   [加算]         [支給総額] 

 

（３）支給額 

別途定める要綱に基づき算出する。 

 

（４）申請受付期間 

令和７年４月中旬～令和７年６月下旬（予定） 

    ※申請受付期間は、申請状況により延長する場合がある。 

 

５ 業務内容 

  本業務に関して、申請書受付から支給までを一貫して行うこと。また、申請書受付から支給まで

の全ての情報を管理できる仕組みを構築し、その情報について委託者が随時共有可能な状態にする

こと。 

（１）事務局の設置・運営 

①  本業務全体を統括する事務局を設置し、迅速かつ適切に運営すること。事務局は契約締結

後、委託者と連絡調整が円滑に実施できる場所に速やかに開設し、委託者との調整窓口にな

ること。 

②  机、椅子等の什器、電話、パソコン、複合機等の通信機器その他設置・運営に必要な設備

については受託者が準備すること。 

③  事務局は全体のスケジュールを管理し、委託者に対し、実績報告・審査・支給状況、コー

ルセンターへの問い合わせ件数及び内容等、事務経費の執行状況、業務従事者の従事状況に

ついて、随時報告が可能な状態にすること。 

④  申請書の受付から支給に至るまでの手続きや仕組みを可視化した運営マニュアルを作成す

ること。 

 

 (２)コールセンターの設置 

①  本業務の問い合わせ対応先としてコールセンターを設置（土日祝日除く）すること。 

②  適切な回線数を確保し、対応人員を配置すること。また、オペレーターは一般常識を持ち、

対応マナー等に優れた者を配置すること。 

③  開設期間は申請受付開始日から令和７年６月下旬までとし、受付時間は午前９時から午後

５時（土日祝日除く）までとする。ただし、問い合わせの状況等に応じ、委託者と協議のう

え、開設期間、受付時間等を見直す場合がある。 

④  机、椅子等の什器、電話、パソコン、複合機等の通信機器その他設置・運営に必要な設備

については受託者が準備することとし、メールやＦＡＸでの対応を行う場合も、メールアド

レス・ＦＡＸ回線は受託者で準備すること。 

⑤  受付時間外に入電があった場合、あらかじめ録音された音声を流し、音声内容は委託者と

協議して決定すること。 

 

 

 



（３）申請書類の受付・審査 

  ① 申請書類の受付 

・ 申請時の提出書類は以下のとおり。 

○医療・福祉施設等物価高騰対策応援金申請書（以下「申請書」という。） 

○振込先が分かる書類（預金通帳等）の写し 

・ 郵送、ＷＥＢ申請いずれの方法でも受付できるようにすること。 

・ ＷＥＢ申請用のＵＲＬを設けること。 

・ 申請書に日付入りの受付印を押印することとし、受付印は受託者が準備すること。 

② 審査事務 

・ すべての申請書について、速やかに内容を確認するとともに、書類に不備がある場合は申

請者に連絡して不備内容を改めること。 

・ 委託者から提供される申請対象者リストとの整合を確認すること。 

・ 申請書の内容に疑義がある場合は、委託者と協議すること。 

③ データ作成事務 

・ 提出された申請書に基づき、本業務に必要なデータの一覧を作成すること。 

④ 支給対象者、未申請者への案内 

・ 県から提出される申請対象者リストにある法人等に対し、申請案内を郵送すること。 

・ 申請状況によっては、県から提出される申請対象者リストにある法人等のうち、未申請者

に対して申請案内を再送すること。 

・ いずれの申請案内も文面は委託者が作成し、受託者は印刷から発送までの業務を行うこと。 

 

（４）応援金の支給決定及び支給方法等 

① 支給決定 

・受託者は、書類審査を経た不備のない申請書を４（１）の区分及び対象施設ごとにファイリ

ングしたもの並びに５（３）③のデータを委託者に提出する。委託者は所要の確認を行った

上で支給決定を行い、受託者に通知する。 

・受託者は、委託者が支給決定した申請者に対し、支給決定通知書を郵送する。 

② 支給方法 

・ 支給決定された申請者に対し、速やかに口座振込により支給すること。 

・ 支給に係る振込手数料は、本契約に含め、支給対象施設は負担しない。 

・ 対象となる施設への口座振込は受託者名義で行うこと。 

・ 受託者の故意又は重大な過失による振込誤り又は振込等を怠った場合は、受託者の責任に

おいてその損害を賠償すること。 

③ 不支給に関する通知 

・ 委託者が行った不支給決定を基に、受託者は不支給の通知を行うこと。 

④ 支給期限 

・ 申請時期に応じて随時支払いを行い、契約期間内に支給を完了すること。 

※申請書の不備等により支給ができない、又は相当の時間を要するなど、特別の事情があ

る場合は、別途協議の上決定する。 

⑤ その他 

   後日、不正受給が発覚した場合は、委託者が申請者に対して支給した応援金を返還させるも

のとする。ただし、委託契約期間内に受託者が当該不正受給を覚知した場合は、速やかに委託

者に報告して対応を協議すること。 

 

 

 



６ 委託料費用 

  本業務の遂行に直接必要な経費及び事業状況の取りまとめに必要なものとする。なお、事業の委

託費用には、支給対象者への応援金原資を含むものとする。 

（１） 対象経費 

① 人件費 

業務従事者の賃金、法定福利費（事業主負担分に限る）、社内規定等で必要とされる範囲の

諸手当（通勤手当等） 

② 事業費 

ア 賃貸借料：申請者情報の取りまとめ等に使用するパソコン等、業務実施に必要となる会    

場の借り上げに係る経費等 

イ 消耗品費：本業務実施に必要な消耗品購入経費等 

ウ 役務費：通信運搬費等 

エ その他：その他知事が業務運営に必要と認める経費 

③ 一般管理費 

事業全般を管理する際に発生する雑務的経費 

④ 委託契約に係る消費税及び地方消費税等 

 ア 課税事業者の場合 

     それぞれの経費については、消費税及び地方消費税を除いた額で算定し、その総額に消   

費税及び地方消費税を乗じて得た額とすること。 

   イ 免税事業者の場合 

     それぞれの経費については、消費税及び地方消費税を除いた額で算定し、課税仕入れ額を

合算したものを消費税及び地方消費税欄に記載すること。 

⑤ 応援金原資 

支給対象者への応援金 

 

 （２）対象とならない経費 

   ① ５万円以上の機械・機器等の購入代金 

   ② 土地、建物を取得するための経費 

   ③ その他、本業務との関連が認められない経費 

  

７ 業務実施体制 

  本業務の実施に当たっては、委託者との協議、関係者への連絡調整等が迅速に行うことができる

体制を整えること。また、経費の執行については、費用対効果を十分に考慮し行うこと。 

（１） 受託者は、本業務委託を指揮する業務管理者を配置すること。 

（２） 業務管理者は、企画立案、実施のほか、本業務従事者を十分指導して業務を実施させるこ

と。 

（３） 業務管理者は、申請書等の管理や関係者との連絡調整を行うこと。 

（４） 業務管理者は、委託者との連絡を密に行い、業務を進め、遅滞なく業務が遂行できるよう

人員、体制の確保を行うこと。 

（５） 業務管理者は、経費、事業内容等、委託者から報告を求められた際は、速やかに対応する

こと。 

（６） 受託者は、やむを得ない場合を除き、業務管理者を変更しないこと。 

（７） 受託者は、契約締結後速やかに業務管理者の氏名等を委託者に通知すること。 

 

 

 



８ 委託料の支払いについて 

 ① 概算払 

・ 委託者は、本契約に基づき、受託者からの請求を受けて概算払するものとする。 

・ 概算払の時期及び金額並びに回数については、本契約及び本仕様書における応援金の支給

決定額、振込手数料等を考慮し、必要に応じて決定するものとする。 

② 精算 

  概算払した経費については、事業報告書を基に業務終了後遅滞なく精算するものとする。 

 

９ 情報セキュリティの確保 

・ 個人情報の取扱いに係るセキュリティ体制の確保に万全を期すこと。 

・ 関係者以外が業務スペースに出入りすることがないよう、入室管理体制を図ること。 

 

10 その他 

・応援金原資は、他目的への流用を禁止するものとし、支給決定者に支払うまでの間、専用

口座として受託者名義による無利息型の普通預金口座に保管すること。ただし、委託料の

うち、振込手数料相当額については、当該口座で併せて管理することは差し支えない。 

  ・応援金の支給終了時に応援金原資の残金があるときは、速やかに委託者へ戻入すること。 

・ 本業務で知り得た全ての情報を第三者に漏らしてはならない。なお、業務終了後も同様の

取扱いとする。 

・ 本業務実施に当たっては、善良なる管理者の注意を持って処理し、事業の目的を達成する

ために効率的に運営すること。 

・ 受託者は、本業務に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を整備し、これを本

業務が完了した年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

・ 本業務実施に当たり、事故や運営上の課題等が発生した場合には、速やかに委託者へ報告

すること。 

・ 本仕様書に定めのない事項、又は業務上、疑義が生じた場合は、委託者・受託者双方が協

議の上、対応するものとする。 

・ その他、仕様書で示した業務内容以外で、業務実施に有効な独自の企画提案があれば記載

すること。 

 

 


